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talk 郊外住宅地の高齢化
新しい住まい方の創造座談会

出典：内閣府「高齢者の生活と意識に関す
る国際比較調査」／2006年

注：施設入所者を除く60歳以上の男女
を対象に調査。日本は2005年11～
12月、他国は2005年12月～2006
年2月に調査実施。

郊外住宅地の高齢化
新しい住まい方の創造

大都市郊外部に形成された「ニュータウン」といわれる

郊外住宅地の多くは、1960年代からの高度経済成長期に

若年世代の世帯形成やその成長とともに開発され発展してきた。

郊外住宅地の住民の大半は核家族であり、

主としてサラリーマンと呼ばれる当時の新興職種に従事する世帯で

外で働く夫と家事に従事する妻、そして子どもという

新しい家族モデルをつくった。

その郊外第一世代がいよいよ現役を引退し、高齢者の仲間入りを

する時期にさしかかり、自身の老いと向き合いながら

「まち」の老いとのつき合いも始まっている。

子どもの声が消え、高齢者ばかりが目立ち始めた郊外住宅地に

未来はあるのか。いきいきと元気な姿を取り戻すことはできるのか。

そして、だれがその住宅地を継承するのか。

郊外住宅地でのさまざまな諸相や可能性を捉えながら

超高齢社会における郊外住宅地の新しい暮らし方を模索してみたい。

（%）

■■自宅にとどまりたい ■■改築のうえ、自宅にとどまりたい ■■子どもの住宅へ引っ越したい  
■■高齢者用住宅へ引っ越したい ■■老人ホームへ入居したい ■■病院に入院したい ■■その他 
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● 身体機能が低下したときにどこで暮らしたいか？



――都市部の高齢化によってニュータウン

に何が起こるのか。

園田 ●今人口の高齢化問題に直面してい

るのは大都市部、人口集中地域である。

特にニュータウンの高齢化が待ったなし

の状況の中で、都市部では何が起きるの

か考えてみたい。

団塊の世代の特に男性は、バブル当時

の「24時間戦えますか。」というキャッチ

フレーズに象徴されるように、すべてを

企業にささげて働いてきたといっても過

言ではない*1。その団塊の世代がいよいよ

2007年から定年を迎え、家に戻る。

家は寝に帰る所と豪語し、企業だけを

見てきた男性がいざ「父帰る」という状

況になったとき、家族や住む場所、特に

郊外住宅地に何が起こるのか、まずは西

川先生からお話しいただきたい。

西川 ●私は近代の住居は家族の容器であ

ったと捉え、家族と容器の関係について

研究してきた。現在は住まい論と地続き

のような都市論、特にニュータウン研究

を行っている。私の日本型近代家族と住

まいに関する研究を図式化すると以下の

ようになる。

戦前の家族は父や長兄を家長とする大

人数の「『家』家族」と、都市に築いた核家

族による「『家庭』家族」の二重構造であり、

住まいモデルも前者は「囲炉裏端のある

家」で、後者が「茶の間のある家」という

二重構造になっていた。

戦後、「『家庭』家族」がモデルとなり、

もう一方で個人意識が生まれ、それに対応

する住まいモデルは「リビングのある家」

と「ワンルーム」となった。「リビングのあ

る家」と「ワンルーム」にはそれぞれ団塊

の世代と団塊ジュニアがあてはめられる。

私は、団塊世代の場合、定年後の男性

は「父」として帰るのではなく、核家族の

「夫」として帰るのだと思っている。「囲炉

裏端のある家」の複合大家族でもなく、

「茶の間のある家」の直系三世代同居でも

なく、核家族の子どもが巣立った後の「リ

ビングのある家」へ「夫」が帰るのだ。

団塊世代について簡単に整理しておき

たい。彼らは第三次産業が隆盛となり、

都市に移住した人が多かった世代だし、

女性の進学率の上昇した世代である*2。

女性解放運動リブの世代であると同時に、

園田眞理子 Mariko Sonoda

明治大学准教授

1957年生まれ。千葉大学工学部卒業。
同大学大学院自然科学研究科博士課
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務、86～96年日本建築センター建築
技術研究所主任研究員を経て、97年
より現職。著書に『世界の高齢者住
宅―日本・アメリカ・ヨーロッパ』
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【＊1】
世代間の労働エートス・
生活意識の特徴

戦中世代 団塊世代
1931～45年生まれ 1946～50年生まれ

● 企業戦士 ● 会社人間
● 敗戦体験の共有 ● 敗戦体験の風化

貧困からの脱出 公益志向の低下

「祖国」の再建 人並みより上の
生活を

● 仕事一途が男の ● 会社の成長は
生き方 家族の幸せ

● 家族ぐるみの ● 単身赴任世代
会社奉仕

● 仕事が趣味 ● 趣味も大切だが
無趣味が誇り やっぱり

仕事第一

出典：天野正子編著『団塊世代・新論―〈関
係的自立〉をひらく』／有信堂高文
社／2001年／p11より抜粋
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【＊2】
職業構成等の世代間推移（％）

出典：竹内洋『大衆モダニズムの夢の跡―
彷徨する「教養」と大学』／新曜社／
2001年／p10より抜粋

第一世代 第二世代
1916～20年生まれ 1946～50年生まれ

男子 男女就業 男子 男女就業
35～39歳 人口全体 35～39歳 人口全体

職業構成 ホワイトカラー 22.4 15.7 28.7 32.3

販売職 11.5 10.7 17.8 14.3

ブルーカラー 28.8 24.1 35.9 31.4

農林漁業 27.5 40.4 3.6 9.2

東京圏集中率 16 14.8 21.9 20.8
東京・神奈川・埼玉 （男女35～39歳） （人口全体） （男女35～40歳） （人口全体）

進学率 中等教育 30.3 74.7
男女 高等教育 6.2 22.2
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皮肉なことに結婚率、専業主婦率はまれ

に見る高さで、子どもは1人か2人という

家族モデルも浸透した世代だった。「男は

会社、女は家庭」という近代的男女分業が

成立したのもこの世代ではないかと思う。

居住地は都市の大型団地住宅、あるい

は都市郊外やニュータウンである。さら

にこの世代は子どもが大学生になる頃に

は家計の支出のバランスが崩れ、夫の収

入の125％が必要だったといわれている。

その25％をカバーするのが主婦のパート

タイム労働であった。余談になるが、主婦

のパートタイムの賃金がいつまでたって

も上がらない。それが家計補助労働と位

置づけられていたためであったことを鋭

く分析したのは、女性学の大きな研究成

果であったと思う。

この世代のサラリーマン階層はかろう

じて年金のある老後を予想できるが、同時

に多くのリストラ退職者も存在する。ま

た第一次産業、第二次産業就労者で後継者

がなく、家業の終焉とその後始末をする

層が多くいることも無視できない問題だ。

男性たちの多くは40年間、先ほど園田

先生も指摘しておられたように、夜間市民

だった。必然的にニュータウンの運営管

理は、全日市民である女性たちが担って

きた。これは日本型ニュータウンの特色

といえる。閉じた家族単位を前提に設計

されているnLDK*3の部屋に孤立した女性

たちは、いつしか連帯を模索するように

なった。「生協つながり」「パート労働つな

がり」「PTAつながり」「家庭菜園つながり」

「介護つながり」「民生委員つながり」など、

無数のネットワークが立ち上げられた。

またニュータウンの初期には学校設備、

道路などのインフラ整備の不足、後期は

病院・高齢者施設の不足、商店の撤退、

小中学校の廃止統合、高層集合住宅の老

朽化など、さまざまなトラブルが発生し

た。しかしこれらのトラブル解決のため

に集まることにより、より強固な人間関

係ネットワークが生まれ、多くの運動が

成果を挙げたという一面もある。グルー

プの手渡しミニコミ紙、新聞折り込み紙、

電子媒体のホームページなど新たな媒体

の開発も積極的に行われ、この40年は女性

たちが主導した「女性・子ども文化」が花

開いた期間であった。

今はそれが「女性・高齢者文化」に移行

する時期を迎えている。特に高齢者介護

については問題が山積している。初めは

遠距離にいる夫の両親を妻がどうケアす

るのかという問題、その次に引き取るかど

うかの問題、そして両親が死んだときに墓

をどうするか、そうこうしているうちに、

すぐ追いかけて自分たちの老後問題とな

った。今ではニュータウンの小中学校に

は空き教室があり、代わりに周辺に高齢者

施設が多く建設されるという状況が生ま
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アで介護が変わる』（中央法規出版）、
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性高齢者ケアの切り札』（ミネルヴァ
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95年武庫川女子大学生活環境学部教
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【＊3】nLDK
住宅の基本形で、nは居室の数、LDK
はL＝Liv ing、D＝Dinning、K＝
Kitchenで1室を指し、nLDK設計は戦
後住宅の中心だった。ニュータウンの
ように性別の役割分担が明らかな空間
では、「リビングのある家」のn＝家族
数－1であり、その1は夫であるといわ
れた。



【＊5】
最大の割合を占める家族累計の推移
■■単独世帯
■■夫婦のみの世帯
■■夫婦と子からなる世帯
■■ひとり親と子からなる世帯
■■その他の一般世帯
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れている。

この10年間、ニュータウンは「問題発生

地域」として捉えられることが多かったが、

実は前述のような少子高齢化による人口

構成の変化とそれに伴う現象は、全国平

均より10年早く顕在化することが明らか

になってきたということである。従って

ニュータウンを問題発生地域としてでは

なく、社会の抱える課題が先鋭的に現れ、

問題に対する取り組みも早い先端部分と

して捉え、その解決策を考えるべきではな

いだろうか。

団塊の世代は現職を引退したといって

も、これから新しいネットワークを編み上

げる時間、体力、気力、経済力をまだまだ

十分持っているので、その可能性に期待し

たい。今までの近代国家モデルは、長い間

「家族」が基礎単位となっていたが、家族、

地域、国家の「入れ子」構造を脱して、「横

並び」思想による下からのネットワークの

編み上げができるかどうかが、最大の課題

だと思う。そのときには男性文化・女性

文化間の交流、地域ごとの交流、さらに異

文化交流、異世代交流が不可欠になるわけ

で、その大きな変化に期待している。

園田 ●今までの日本の近代家族の「入れ

子」構造とは違い、「横並び」の発想でボト

ムアップ的なつくり替えができるかどう

かということが課題であり、それは可能で

あろうというのが西川先生の期待を伴っ

たご意見であったが、角野先生はどうお考

えになられるか？

角野 ●実際にフィールドを調査した経験

から申し上げると、男性は大変な強迫観

念にかられている。このままでは家に帰

れない、町に帰れないと思っており、実際

に活動を始めている方が結構多い。しか

し一方で、すぐには地域に入らないと考え

る方も少なからずいる。会社勤め時代に

培ったネットワークに軸足を置き、無理を

して地域に入らずに徐々に変わっていこ

うとしている。ただこの2種類のパターン

にあてはまるのはどちらも問題意識を持

っている人たちで、圧倒的多数は定年退

職後もなんとなく家にいてどっちつかず

の状態にある。その人たちがどっちを向

くか、だれとつながっていくか、つまりあ

まり問題意識のないリタイア層をどう捕

まえていくか、サポートしていくかが重

要だと思う。

ここで注意すべき点は、前期高齢者と

後期高齢者とでは、大きく状況が変わる

ということだ*4。今それぞれのニュータ

ウンで、さまざまなネットワークづくり

の事例はあるが、15年後の団塊世代の後

期高齢化に伴い、大転換が起こる。その

ときに団塊ジュニアが、団塊世代がつく

ろうとしたまちづくりの活動を引き継ぐ

だろうか、と考えるとそれは難しいと言

わざるを得ない。

血縁に頼らない第三者が新しく入って

こなければ、次の世代だけでは地域を維

持できないし、それを支える仕組みもな

いということが、実はこれからの大きな

課題ではないかと思っている*5。

園田 ●団塊世代の夫がニュータウンで自

分の活躍する場や居場所を見つけられる

のかという点で、角野先生はいろんなパ

ターンがあるとおっしゃった。なんとか

うまく地域に着地している人、まだ俺は

大丈夫だと地域を遠巻きに見ている人、

戻ってきたものの外への出方がわからず、

閉じこもりがちになってしまう人と3種類

ほどいるようだ。西川先生のおっしゃる

横並び的な発想に女性はすぐ順応できる

のかもしれないが、男性にはなかなか難

しいのではないか。

また、前期高齢者、後期高齢者と団塊の

世代をどう考えるかだが、日本の場合、団

塊世代は数は多いがものすごく短い期間

に集中している。元気なときには居場所

があっても、体の具合が悪くなってくると、

一挙にカタストロフィーが起きてしまう。

だとすれば、ニュータウンや郊外は絶

望的な状態にあるのだろうか？
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【＊4】
前期高齢者と後期高齢者の要介護等認
定の状況

（単位：千人）

前期高齢者 後期高齢者
65～74歳 75歳以上

要支援 要介護 要支援 要介護

126 556 580 2,914
（0.9） （3.9） （4.9） （24.7）

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」／
2005年度
総務省「人口推計」／2003年3月確定
値より算出。

注：（ ）内は％

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日
本の世帯数の将来推計（都道府県別
推計）」／2005年8月推計

2000年

2025年
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西川 ●家族は個人にとって重要なネット

ワークの一つではあるが、社会全体として

は住まいや地域を血縁・家族でつなぐと

いうことはもはや幻想であり、現実とはそ

ぐわなくなっていることを、冷静に認識す

べきではないか。

要介護状態になったときに関係を持た

なくてはならないのは次世代であるが、

それは必ずしも自分の子どもというわけ

ではない状況になっているにもかかわら

ず、建前はあくまで家族介護であり実態

とまったくかけ離れている。

これからは血縁に限らず、他人である

次の世代といかに関係を築くかというこ

とが、一つの大きなカギだと思う。私自

身も介護される側の年代になってきてい

るが、どうやって他者と良いコミュニケー

ションをとるか、いかに自分がしたいこと

や必要なことを相手のそれとうまく交換

できるか、などを学習する場をつくってい

かなければならないと痛感している。

言葉に出さなくとも通じ合えるという

幻想に依拠して、長い間家族内で完結させ

ていた介護ではあるが、既に子どもには

期待できないことを明確に認識し始めて

いる団塊世代を中心に、パラダイム・チェ

ンジをしていく必要があるだろう*6。

――異世代との交流や住宅地の継承は可能

だろうか？

園田 ●「パラダイム・チェンジ」というキ

ーワードが出たが、血縁を超えた交流がで

きるか、郊外住宅地が生き延びていけるの

か、受け渡しがうまくいくのかというあた

りは高齢者のみならず一般の人々の関心

も高い。違う世代との交流や住宅地とし

ての継承も含めて、角野先生のお考えをご

紹介いただきたい。

角野 ●戸建て住宅を中心とすると、昭和

40年代、いわゆる第一世代の人たちは未

開発の地に入植し、子育てを経験した。そ

の間のいろいろな思い出が詰まっている

ため、住環境への満足度が高いのが一般的

だ。ただ、その中でも介護環境や医療環

境についての漠然とした不安はずっと抱

いている。つまり介護の必要のない前期

高齢者の段階から既に、居住地域の中で

の自分の今後について漠然とした不安が

あるということだ。しかしトータルの満

足度は高いから、元気なうちにどこかに

引っ越そうという気はない。そうしてい

るうちに体が動かなくなり、そこで初め

て考えるということになりがちである。

もう一ついえるのは、昭和40年代、50年

代の開発の場合、ほとんどの方がローンを

完済しており、その気になれば移転できる

わけで、数％は動く可能性があるという

ことだ。あるいは子どもに家を譲って自

分は別の所に移るというケースも現実に

はある。ただしこれは少数派だ。子ども

たちは勤務先の都合その他で同居、近居

できるケースは少ない。

結局、子どもたちは遠くにいるという

状態が普通となる*7。高齢者の夫婦2人が

やがては1人になるという状況をどう支え

るか。その答えは子どもではなくて隣近所、

つまり元気なときに培ったネットワークで

あるというのは、まったくその通りだ。

しかし、高齢者は急にいなくなる。つ

いこの間まで元気だった高齢者が、気が

ついたら入院している。いったん入院す

ると二度と戻ってこない場合が多い。し

ばらく空き家状態となるが、空いているか

どうかすら外からはほとんどわからない。

居住者が亡くなった後、しばらくしてよう

やく売りに出されるようなかたちとなる。

空き家になったからすぐに売ろうとい

う合理的な選択をする人は少数派であっ

て、家というのは非常に不合理なものであ

る。中古市場に出てくるまでの間にタイ

ムラグがあるのだ。

中古市場に出たとして、今度はそこが

若い年齢層の第三者が住みたくなるよう

な魅力のある町であるかどうかという問

題がある。中古住宅市場やメディアを見

ていると、駅から近いとか生活利便施設

【＊6】
高齢者の子どもや孫とのつき合い方

出典：平成19年度高齢社会白書
資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関す

る国際比較調査」／2006年
注：全国60歳以上の男女を対象に調査。

2000年度および2005年度調査に
は、「わからない」（2000年度：7.0％、
2005年度：6.9％）がある。
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子どもとの同居率

出典：平成19年度高齢社会白書
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がどれだけあるかといった、通り一遍の

ハードに関する情報ばかりだ。例えば地

域活動が活発であるとか、近所の高齢者

やリタイアした年代が地域で子どもの面

倒をみてくれるとか、そういった情報は

いっさいない。

子育て世代にとってはどんな所なら良

いのかと聞くと、同じような子育て世帯

がいる所ということになる。高齢者の多

い成熟した住宅地では、隣近所に同い年

の子どもがいるということは非常にまれ

で、そのうえ空き地、空き家が目立って

いる状態では、子育て世代から敬遠され

てしまうのは当然といえよう。

成熟した住宅地が持続していくために

は、中古住宅市場の中でその町の魅力を

どのように伝えられるのか、とりわけ地

域のコミュニティとか地域活動の魅力と

いうものが子育てにプラスになるという

ことを強くアピールしていかなければな

らない。同時に買う側もそのことを理解

する必要がある。とにかく第三者に借り

るなり買ってもらうなりしなければ、郊

外住宅地の持続は難しいということを認

識する必要がある。

園田 ●では次の世代に買ってもらうため

には何をすればいいのかということを考

えてみたいが、何か良いアイデアはある

だろうか。

角野 ●繰り返しになるが駅から何分とい

うような「宅地」としての魅力ではなく、

その町に住む、地域に住むという「暮らし

の魅力」をどうつくるか、どう訴えかけて

いくかということに尽きるのではないか。

郊外ニュータウンの中だけでは、差別化で

きるような新たな魅力はつくれない。だ

としたらニュータウンの周辺の資源を、ど

うやって生活資源化していくかという発

想が求められる。

例えば旧集落、お寺、歴史的建造物、山

や海などの自然環境を含めて、その町を拠

点とした「暮らしのイメージ」をどうつく

っていくことができるかにかかっている。

そして現実にそれを支えていくようなシ

ステムがないと、大半のニュータウンは

生き残れない。

園田 ●まだ若い三浦先生は、具体的には

どういう魅力のある郊外住宅地ならば住

んでみたいと思われるか？

三浦 ●角野先生のおっしゃるタイムラグ

は私も感じている。先日、宝塚市役所の

方と話す機会があったのだが、宝塚の住

宅地でも、持ち主が高齢になり施設に入

られ、どう管理してよいかわからない住

宅が出てきているそうだ。空き家を高齢

者の介護拠点や子どもの居場所に使いた

いと民間の介護事業所やNPOが持ち主に

申し出ても、一度貸したら、万が一、息子

が将来戻る場合に返してもらえなくなる

と、なかなか受け入れてもらえない。もし

市が仲介に入り、保証して貸し出すシステ

ムがあれば、かなりスムーズに物件が動く

と思う。公的な面でちょっとした後押し

をすれば展開が変わると思う。

先ほど角野先生がおっしゃったように、

ニュータウンに高齢者も子どもも集まれ

る場所が生まれれば、従来の公共施設にな

い魅力が与えられて、それが世帯もニュー

タウンも良い方向へ変える仕組みになる

のかなと思う。それができれば郊外住宅

地にも持続性が出てくるのではないか。

角野 ●そのような方向で、まだ漠然とは

しているが考えていることがある。中古

住宅の仲介を行う民間企業は、地域に密

着した生の情報を知らない。昔からその

地域に根ざした不動産屋には、家族構成

の変化や暮らし方に通じているところが

あるが、郊外住宅地ではまだそのような

存在はない。私は最初、自治会やNPO、地

域活動を行っている団体などが宅地建物
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取引主任者の資格をとって、地付きの不

動産屋に代わる仲介業務をできるのでは

ないかと考えた。だがあまりにプライバ

シーを知りすぎているために、かえって

現実的ではない。かといって行政が行う

というのも今のスモールガバメント化の

動きの中ではなかなか難しい。

例えばある人が家を探している場合、

近所でどんな地域活動やネットワークが

あるかというようないわばソフトに関す

る情報は、民間の仲介業者に代わって自治

会長さんが案内・説明する。気に入って

もらえた場合に、仲介業者へ連絡するとい

うような関係、仕組みをつくること。さら

にインターネット等を使って広域の情報

を発信し、遠方に住む人が家を買う場合な

どは手軽に情報が入手でき、さらに詳しい

ことを知りたい場合には、町ごとに自治会

長さんやNPOの方が案内するような仕組

みができないか、と考えている。

園田 ●先に西川先生のおっしゃった「○

○つながり」の拡大版と位置づけられる。

住民と民間企業、そしてそこに新しく住み

たい人が連携し、情報をうまく受発信する

仕組みを実現することによって、ニュータ

ウンの持続性が高まるというわけだ。

角野 ●一つの町のあるコミュニティだけ

では、住民のプライベートな問題がいろい

ろと出てくるので、やや広めの地域で団体

をつくり、情報を発信していく。例えば

「鉄道沿線」というのはイメージをつくる

ために、とてもわかりやすい。沿線のブラ

ンド力、情報発信力を高めていくような活

動を複数の団地群、住宅地群が本気でやっ

ていけば、住宅地の継承につながる可能性

があるのかなと思っているし、同時に高齢

者を支える仕組みも複数の団地間で組織

化していくことができるのではないだろ

うか。

――地域に住み、地域で支え合うというこ

とは現実的に可能か？

園田 ●介護の問題も地域の問題も、血縁

つながりではもはや限界であるというこ

とは共通の認識となってきたが、社会制

度や市場取引に代わる「第三の関係性」を

つくり、地域に住み地域で支え合うという

ことが本当に可能なのか。三浦先生はご

専門の「高齢者のケア」という視点から、

どのようにお考えになるか。

三浦 ●可能性もあるし、難しいところも

両方あると思う。

可能性という部分ではニュータウンに

住んでいる方は知的水準の高い方が多く、

会社で活躍されてきた意識が高い方が多

い。そういう方々のポテンシャルを集め

れば、新しいことができるのではないか。

空き家をうまく使ってそこにコミュニテ

ィの核となる居場所をつくっていけるの

ではないかと思う。

逆に難しいという部分では、先ほど角

野先生がいわれたタイムラグがある。皆

さんどうしていいかわからず、居住者が亡

くなるまでは結局何も動かせないという

状況がある。自分たちの経験やネットワ

ークをうまく生かしていけるグループと、

当面その地域に利便性があるのでそのま

ま動けなくなってしまうグループのうち、

どちらがイニシアチブをとるかでニュー

タウンの様相も随分変わってくると思う。

園田 ●今、「動ける」「動けない」というキ

ーワードがもう一つ出てきたが、自分た

ちの状況に合わせて、どんどん積極的に動

いていける、あるいは動かす力がある住宅

地と動けない住宅地がある。さらにまた

個人の立場で動ける人、動けない人もあ

り、それらが郊外住宅地にたまってしま

ったらどうなってしまうのだろうか。

三浦 ●個人だけでなく、地域間でもトラ

ブルが増えて大変な状況になると思う。

9
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しかし、逆に大変な状況だからこそ変え

ていくきっかけにもなり得る。西川先生

がおっしゃったようにトラブルがネット

ワークをつくってきたという側面もある。

特にこれからの高齢者、団塊世代の介護

期の過ごし方を考えたとき、施設に入る

ことが本人、家族、地域にとって負担が

少ないという幻想や思い込みが、だいぶ

減少してくるのではないか。

恐らく高齢者の多くは、食事がつくれ

なくなったらどうしよう、自分が倒れた

ときにだれも気がつかなかったらどうし

よう、という不安を常に抱えている。介

護以前の基本的な生活をどのように支え

るのかという不安が、実は有料老人ホー

ムに高いお金を払ってでも予約したいと

いう、高齢者自身の思いに表れている*8。

現実に施設調査していると、具体的な

介護を受けているのはごく一部だし、これ

から地域で面倒をみていく24時間の多機

能の介護サービスや、在宅支援サービスが

できつつある。何も高いお金を払って施

設に入らなくても、むしろ今後はニュー

タウンや郊外の中で生活を組み立ててい

くことのほうが、もっと大事なのではな

いか。

そのときに重要になるのは、高齢者が

地域の中でどのように関係性をつくって

いくのか、ということである。さらに自

分1人の家の中では解決できない部分、例

えば足腰が弱くなったり、移動できる範

囲が少なくなったりする中で、人と交歓

していく時間をどのようにして地域の中

でつくっていくのか。

高齢者を家庭に閉じ込めず、地域で支

えていこうとする知恵を逆に働かせると、

それが糸口になり施設に代わる機能を果

たすようになる、という発想ができるの

ではないか。つまり、最終的に求められ

るのは、公的なサービスを使いながらも、

地域と関係性をどう結んでいくのかとい

うところになる。

例えばレストランの中にもうまく人間

関係をコーディネートしてくれるような

スタッフがいれば、単なるレストランでは

なく、子どもにとっても高齢者にとっても

居心地の良い場所となり得る。場合によ

っては介護サービスも提供できるように

なれば、介護施設機能の8割方の役割を担

う可能性さえあると思う。

空き家などの住宅のストックと、問題

意識を持った人がいるということを前提

にしたうえで、介護ニーズが高くなると

いうことを逆手にとると、逆に高齢者に

偏らない町をつくっていける可能性があ

ると思う。

ただし今はどこの町も財源がないが、

財源がないから知恵を絞ってがんばる所

【＊8】
身体機能が低下したときにどこで暮ら
したいか？（日本）

出典：内閣府「高齢者の生活と意識に関す
る国際比較調査」／2006年

注：施設入所者を除く60歳以上の男女を
対象に調査。「改築のうえ、自宅に
とどまりたい」の項目は2005年か
ら調査。
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と、財源がないからと諦めて行政に頼りき

りで、うまくいかない所が出てくると思う。

角野 ●今のお話に賛成だ。ニュータウン

の中には教育施設やショッピング施設は

あるが、それぞれが単一の目的に特化し

すぎていたと思う。高齢者介護の問題一

つとってみても、介護のための専門施設

というのはほんの一部のニーズであって、

そうではなくて少々体が弱っても、普通

に食事したり、買い物をしたり、遊びに

行ったりする中で、楽しくコミュニケー

ションできる仕組みが必要だ。飲食施設

でも、ショッピング施設でも、娯楽施設

でも、後期高齢者になってちょっと弱って

きても、そこで培った友達関係を頼りに気

軽に遊びに行ってみようかと思える施設

であってほしい。

また既存の施設だけではなく、コミュ

ニティビジネスとして空き地や空き家を

企業が活用したり、その企業に対して公

的な支援を行うというような仕組みで再

編するということは確かにできるという

気がしている。

町の中の施設がすべからく、高齢者に

なって介護が必要になっても楽しめる施

設としてよみがえっていくことは、まち

づくりにとって非常に重要なことだ。

園田 ●新しいものをつくるのではなく

て、お世話好きのレストランとか、気遣

い付きのコンビニとかいうふうに、今あ

るものの定義ややり方を少しずつ変えて

いく。それによって施設が従来とは相当

違う空間となる可能性が出てくるのでは

ないか、という提案を受けた。

西川 ●しかしそのためにはやはり行政の

支援が、かなり必要ではないだろうか。

旧市街の小売店が軒並みつぶれて、シャ

ッター通りなどといわれているが、ニュ

ータウンの周辺にあった商店街もスーパ

ーにとって代わられ、そのスーパーも撤

退し始めている。そして、もっと郊外に

駐車場完備の巨大施設ができる、という

傾向が全国どこでも起きている。

高齢者自身は現実問題として、やがて

自力で動けなくなり、意思表示もできな

くなる。介護する側はネットワークをつ

くれるが、介護される者同士のネットワ

ークはつくりにくい。個人の努力やアイ

デアに頼るだけではなく、行政の配慮や

工夫も求められている。

園田 ●日本の社会が直面している大都市

の高齢化、わけても郊外住宅地の高齢化

については待ったなしの状況の中で、さ

まざまな働きかけをもっといろいろなレ

ベルで考えていかなければならない点が、

本日のお話の中から浮かび上がってきた。

郊外住宅地での成熟した老後生活と安

心感のある介護環境を構築するには、ま

ず、大前提として、家族等の血縁だけで

閉じた関係からのパラダイム・チェンジ

が必要であること、そのときに、ニュー

タウン創生以来の40年にわたる住民同士

の「○○つながり」の発展形が可能性を

秘めていることを指摘していただいた。

その先に、ニュータウンの中にある住

宅の受け渡しや、住宅地としての継承の

可能性も見えてくる。また、介護につい

ても、高齢者を家庭に閉じ込めず、地域

で支えていこうという知恵を働かせるこ

とによって、空き家やごく普通の地域施

設も実は魅力的な資源なのだということ

が見えてくる。

ニュータウンに特に団塊世代の夫たち

が戻ってきたとき、そこに住み続けられ、

楽しめる場とするには、人同士、行政と住

民、民間企業と地域社会などの関係性をも

う一度再構築しなければならない。大き

な方向性として、このようなネットワーク

を広げていこうとすることがニュータウ

ンに持続性をもたらすのだといえよう。

〈2007. 7. 30〉
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